
令和７年８月２９日

１　予算案件 （２）

一般会計
778,922,016 780,149,427

特別会計

令和７年度岡山県港湾整備事業特別会計補正 　　繰越明許費補正

予算（第１号） 　　　福島地区造成事業

２　事件案件 １　工事請負契約の締結について ◎岡山県高度防災情報ネットワーク整備事業通信基盤

（６） （３） 　整備工事

　工　　期　議決の日から令和10年３月31日まで

　請負金額　2,992,000,000円

　請 負 人　岡山県高度防災情報ネットワーク整備事

            業通信基盤整備工事日本無線・山陽電子

            工業建設工事共同企業体

◎国道486号公共道路工事（新川辺橋張出歩道その２）

　工　　期　議決の日から令和９年８月３日まで

　請負金額　486,200,000円

　請 負 人　株式会社　サンベルコ

◎水島警察署建替第２期本館棟建築工事

　工　　期　議決の日から令和９年５月31日まで

　請負金額　1,774,080,000円

　請 負 人　水島警察署建替第２期本館棟建築工事ア

            イサワ工業（株）・梶岡建設（株）建設

　　　　　　工事共同企業体

２　令和６年度地方公営企業会計 ◎令和６年度岡山県営電気事業会計における剰余金の

　　における決算認定等について 　処分及び決算認定について

　　 （３）

◎令和６年度岡山県営工業用水道事業会計における剰

　余金の処分及び決算認定について

◎令和６年度岡山県流域下水道事業会計の決算認定に

　ついて

３　条例案件 別紙のとおり
（８）

４　そ の 他 地方自治法第180条第１項の規定に ◎道路管理瑕疵に係る事故の和解及び損害賠償額の決

よる専決処分事項について 　定について

4件 1,615,794円

◎母子父子寡婦福祉資金貸付金の返還請求に関する訴

　えの提起について

１件

令和７年度岡山県一般会計補正予算（第３号） 1,227,411

令和７年９月岡山県議会定例会提出予定案件

件　　　　名 内　　　　容

会　　計　　名 既定予算額 補正予算額 計

（単位：千円）



◎県営住宅の明渡し並びに家賃及び損害賠償金の支払  

　の請求等に関する訴えの提起について

１件

◎農業改良資金貸付金の違約金返還請求に関する和解

　について

１件

非強制徴収債権の放棄について 岡山県債権管理条例第14条の規定により報告するもの

◎母子父子寡婦福祉資金貸付金

◎地域改善対策奨学金及び通学用品等助成金

地方独立行政法人の業務の実績に 地方独立行政法人法第28条第５項の規定により報告す

関する評価結果について（１法人） るもの

◎地方独立行政法人　岡山県精神科医療センター

地方独立行政法人の中期目標の期 地方独立行政法人法第78条の２第６項の規定により報

間における業務の実績に関する評 告するもの

価結果について （１法人） ◎公立大学法人　岡山県立大学

地方自治法第243条の３第２項の規 ◎岡山県土地開発公社

定により、同法第221条第３項に規 ◎公立大学法人　岡山県立大学

定する法人の経営状況を説明する◎地方独立行政法人　岡山県精神科医療センター

書類の提出について （26法人） ◎株式会社吉備高原都市サービス

◎井原鉄道株式会社

◎岡山空港ターミナル株式会社

◎一般財団法人　岡山県国際交流協会

◎公益財団法人　児島湖流域水質保全基金

◎公益財団法人　岡山県郷土文化財団

◎公益財団法人　岡山県スポーツ協会

◎公益財団法人　岡山県健康づくり財団

◎公益財団法人　岡山県生活衛生営業指導センター

◎公益財団法人　岡山県動物愛護財団

◎一般財団法人　岡山セラミックス技術振興財団

◎株式会社オービス

◎公益財団法人　岡山県産業振興財団

◎公益財団法人　岡山県農林漁業担い手育成財団

◎公益財団法人　中国四国酪農大学校

◎株式会社岡山県食肉センター

◎公益財団法人　岡山県林業振興基金

◎公益財団法人　岡山県水産振興協会

◎一般財団法人　吉井川水源地域対策基金

◎水島港国際物流センター株式会社

◎公益財団法人　倉敷スポーツ公園

◎公益財団法人　岡山県下水道公社

◎公益財団法人　岡山県暴力追放運動推進センター

岡山県国民保護計画の変更につい ◎武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に

て 　関する法律第34条第６項及び第８項の規定により報

　告するもの

件　　　　名 内　　　　容



令和７年９月岡山県議会定例会提案予定条例

（Ｎｏ．１）

番号 題 名 提 案 課 概 要

１ 岡山県公布式条 総務学事課 地方自治法の一部改正に鑑み、岡山県条例の公布に当たって知事が行

例の一部を改正 う署名に、電子署名を含むこととする等所要の改正を行うものである。

する条例 【主な内容】

１ 岡山県条例の公布に当たって知事が行う署名に、総務省関係法令に

係る情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律施行規則に規

定する電子署名を含むこととする。

２ その他規定の整備を行う。

（施行期日 条例の公布の日）

２ 岡山県税条例の 税 務 課 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律の一部改正に伴

一部を改正する い、規定の整備を行うものである。

条例 【主な内容】

岡山県税条例において引用する鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正

化に関する法律の条項の移動のあった部分について、規定の整備を行う。

（施行期日 条例の公布の日）

３ 岡山県議会の議 市 町 村 課 公職選挙法施行令の一部改正に鑑み、国政選挙に準じて岡山県議会の

員及び岡山県知 議員及び岡山県知事の選挙におけるビラの作成等の公営に係る公費負担

事の選挙におけ の限度額の算定に用いる１枚当たりの単価を引き上げる等所要の改正を

る選挙運動用自 行うものである。

動車の使用等の 【主な内容】

公営に関する条 １ ビラの作成の公営に係る公費負担の限度額の算定に用いる１枚当た

例の一部を改正 りの単価を次のように引き上げる。

する条例 (1) 作成枚数が５０，０００枚以下である場合

７円７３銭 → ８円３８銭

(2) 作成枚数が５０，０００枚を超える場合

３８６，５００円＋５円１８銭×（作成枚数－５０，０００枚）

作成枚数

↓

４１９，０００円＋５円６２銭×（作成枚数－５０，０００枚）

作成枚数

２ ポスターの作成の公営に係る公費負担の限度額の算定に用いる１枚

当たりの単価を次のように引き上げる。

(1) 当該選挙区におけるポスター掲示場の数が５００以下である場合

５４１円３１銭×ポスター掲示場の数＋３１６，２５０円

ポスター掲示場の数

↓

５８６円８８銭×ポスター掲示場の数＋３１６，２５０円

ポスター掲示場の数

(2) 当該選挙区におけるポスター掲示場の数が５００を超える場合

２８円３５銭×（ポスター掲示場の数－５００）＋５８６，９０５円

ポスター掲示場の数

↓

３０円７３銭×（ポスター掲示場の数－５００）＋６０９，６９０円

ポスター掲示場の数



令和７年９月岡山県議会定例会提案予定条例

（Ｎｏ．２）

番号 題 名 提 案 課 概 要

３ その他規定の整備を行う。

施行期日 条例の公布の日。ただし、

３については、令和８年１月１日

４ 児童福祉法に基 指導監査課 児童福祉法の一部改正に伴い、規定の整備を行うものである。

づく児童福祉施 子ども家庭 【主な内容】

設の設備及び運 課 次の条例において引用する児童福祉法の条項について、規定の整備を

営の基準を定め 行う。

る条例等の一部 １ 児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備及び運営の基準を定める条

を改正する条例 例

２ 児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営の

基準等を定める条例

３ 児童福祉法に基づく一時保護施設の設備及び運営の基準を定める条

例

（施行期日 条例の公布の日）

５ 介護保険法に基 指導監査課 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律

づく介護医療院 の一部改正に伴い、規定の整備を行うものである。

の人員、施設及 【主な内容】

び設備並びに運 介護保険法に基づく介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営の基

営の基準を定め 準を定める条例において引用する医薬品、医療機器等の品質、有効性及

る条例の一部を び安全性の確保等に関する法律の条項の移動のあった部分について、規

改正する条例 定の整備を行う。

（施行期日 令和７年11月20日）

６ 岡山県県営土地 耕 地 課 土地改良法の一部改正に鑑み、農地中間管理機構関連事業の定義に、

改良事業分担金 市町村が行う当該事業の施行に係る地域内にある農用地の全てについて

等徴収条例の一 農地中間管理機構が農地中間管理権を有すること等の要件に適合する土

部を改正する条 地改良事業を加える等所要の改正を行うものである。

例 【主な内容】

１ 農地中間管理機構関連事業の定義に、市町村が行う当該事業の施行

に係る地域内にある農用地の全てについて農地中間管理機構が農地中

間管理権を有すること等の要件に適合する土地改良事業を加える。

２ 農地中間管理機構関連事業の計画を定めた旨を公告した日から連続

して農地中間管理機構に農業の経営若しくは農作業の委託をした期間

若しくは農地中間管理権の存続期間若しくは残存期間が存する場合に

おいて、これらの期間を合算した期間が15年以上であるとき又は当該

期間に連続して農地中間管理機構が当該農地中間管理機構関連事業に

係る農用地の所有権を取得する場合にあっては、特別徴収金を徴収し

ないこととする。

３ 農地中間管理機構関連事業のうち市町村が行うものの特別徴収金の

額は、当該農地中間管理機構関連事業につき県が交付する補助金の額

（当該農地中間管理機構関連事業につき国が交付する補助金の額を除

く。）に、特別徴収金の徴収に係る土地の面積の当該農地中間管理機



令和７年９月岡山県議会定例会提案予定条例

（Ｎｏ．３）

番号 題 名 提 案 課 概 要

構関連事業に係る土地の面積に対する割合を基準として当該農地中間

管理機構関連事業によって当該土地が受ける利益を勘案して知事が定

める割合を乗じて得た額とする。

４ その他規定の整備を行う。

（施行期日 条例の公布の日）

７ 長期継続契約を 会 計 課 契約事務を取り巻く環境の変化に適切に対応するため、長期継続契約

締結することが を締結することができる契約に、ソフトウェアを提供し県の利用に供す

できる契約を定 る業務等の提供を受ける契約を加える等所要の改正を行うものである。

める条例の一部 【主な内容】

を改正する条例 １ 地方自治法施行令第167条の17に規定する条例で定める契約に、次

の役務の提供を受ける契約を加える。

(1) ソフトウェアを提供し、県の利用に供する業務

(2) クラウド・コンピューティング・サービス（インターネットその

他の高度情報通信ネットワークを通じて電子計算機を他人の情報処

理の用に供する役務をいう。）業務

２ その他規定の整備を行う。

（施行期日 条例の公布の日）

８ 岡山県警察官被 警 察 本 部 警察法施行令の一部改正に伴い、警察官及び交通巡視員に対し支給す

服支給及び装備 る被服の品目からスカートを除くものである。

品貸与条例及び 【主な内容】

岡山県警察交通 警察官及び交通巡視員に対し支給する被服の品目からスカートを除く

巡視員被服支給 こととする。

及び装備品貸与 （施行期日 条例の公布の日）

条例の一部を改

正する条例


